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また、第一次審査資料の提出時に配置予
定技術者の候補者を特定できない場合は、
複数の候補者とすることができる。その場
合は、候補者毎にそれぞれ様式を作成する
こと。ただし、基準を満たすことが確認で
きない候補者がいた場合は、その候補者以
外の者を配置予定技術者とすることで競争
参加資格を認めるものとする。
ア 配置予定技術者の資格等
 下記のいずれかの資格を有する者
ａ 技術士（総合技術監理部門（電気
電子）又は電気電子部門）の資格を
有し、技術士法による登録を行って
いる者
ｂ 博士（工学）
ｃ １級電気工事施工管理技士
ｄ １級電気通信工事施工管理技士
ｅ （一社）全日本建設技術協会によ
る公共工事品質確保技術者（Ⅰ）、
公共工事品質確保技術者（Ⅱ）又は
発注者が認めた同等の資格を有する
者
ｆ ＲＣＣＭ又はＲＣＣＭと同等の能
力を有する者（技術士（電気電子部
門）と同様の部門に限る。）

イ 配置予定技術者の業務経験
 配置予定管理技術者は、平成28年度
以降公告日までに完了した２の要
件を満たす業務において、１件以上の
実績を有すること。ただし、北海道開
発局委託業務成績評定要領及び地方整
備局等委託業務等成績評定要領に基づ
く業務成績が60点（本業務公告時にお
いて未完了の業務成績は含まない。）
未満の場合は実績として認めない。
業務実績には、平成28年度以降公告
日までに元請として業務に従事した経
験のほか、出向又は派遣、再委託を受
けて行った業務実績も業務として認め
る（ただし、照査技術者として従事し
た業務は除く。）。また、発注者として
従事した経験も実績として認める。

 施設維持修繕企業の参加資格要件 構成員
のうち、１に掲げる施設維持修繕業務を
実施する者は、次のからまでの要件を満
たさなければならない。
 第一次審査資料の提出時において、単体
として北海道開発局における工事区分「電
気」に係る令和７・８年度一般競争（指名
競争）参加資格の決定を受けていること、
又は経常建設共同企業体として決定を受け
ていること。
 建設業法に基づく「電気工事業」の許可
を受けていること。
 平成23年度以降公告日までに、次のアの
要件を満たす工事を元請として施工した実
績を有すること（共同企業体の構成員とし
ての実績は、出資比率が20％以上の場合の
ものに限る。）。ただし、経常建設共同企業
体の場合は、当該共同企業体として又は構
成員のいずれか１社が次のアの要件を満た
す工事を元請として施工した実績を有する
こと。
ア 電気工事業に関する工事の施工実績を
有すること。
なお、当該実績が北海道開発局、国土
交通省大臣官房官庁営繕部及び地方整備
局の発注した工事に係る実績である場合
にあっては、評定点合計が65点未満のも
のを除く。

 次に掲げる要件を満たす工事成績を有す
ること。単年度の受注実績しかない場合は、
その年度の工事成績評定点の平均点とし、
ア又はイに掲げる受注実績がない単体又は
共同企業体の構成員の工事成績評定点は65
点とする。
ア 単体 令和６年度及び令和７年度に完
成した北海道開発局発注工事に係る工事
成績評定点の平均点が65点以上であるこ
と。また、上記の受注実績がない場合は、
令和４年度及び令和５年度に完成した北
海道開発局発注工事に係る工事成績評定
点の平均点が65点以上であること。過去
４年度の受注実績がない場合は、令和２
年度及び令和３年度に完成した北海道開
発局発注工事に係る工事成績評定点の平
均点が65点以上であること。過去６年度
の受注実績がない場合は、平成30年度及

び令和元年度に完成した北海道開発局発
注工事に係る工事成績評定点の平均点が
65点以上であること。過去８年度の受注
実績がない場合は、平成28年度及び平成
29年度に完成した北海道開発局発注工事
に係る工事成績評定点の平均点が65点以
上であること。
イ 共同企業体 令和６年度及び令和７年
度に完成した北海道開発局発注工事に係
る工事成績評定点が全構成員の平均点で
65点以上であること。また、上記の受注
実績がない場合は、令和４年度及び令和
５年度に完成した北海道開発局発注工事
に係る工事成績評定点が全構成員の平均
点で65点以上であること。過去４年度の
受注実績がない場合は、令和２年度及び
令和３年度に完成した北海道開発局発注
工事に係る工事成績評定点が全構成員の
平均点で65点以上であること。過去６年
度の受注実績がない場合は、平成30年度
及び令和元年度に完成した北海道開発局
発注工事に係る工事成績評定点が全構成
員の平均点で65点以上であること。過去
８年度の受注実績がない場合は、平成28
年度及び平成29年度に完成した北海道開
発局発注工事に係る工事成績評定点の平
均点が65点以上であること。

 次のア、イに掲げる基準を満たす主任技
術者又は監理技術者を配置できること。た
だし、現在他の工事に従事している場合は、
契約締結日までに当該工事に配置できるこ
と。
なお、施設維持修繕業務のうち、道路照
明施設維持修繕業務の実施日は、次に掲げ
る基準のいずれかを満たす主任技術者又は
監理技術者を当該現場に配置すること。た
だし、道路照明施設維持修繕業務を実施し
ない日は主任技術者又は監理技術者の専任
を要しない。事業者は、道路照明施設維持
修繕業務の継続性等において支障がないと
認められる場合において、函館開発建設部
との協議により主任技術者又は監理技術者
を変更できるものとする。
また、建設業法第26条第３項本文及び建
設業法施行令第27条第１項に該当する場合
は当該技術者は専任でなければならない
が、建設業法第26条第３項第１号の要件を

全て満たす場合には他の工事と、建設業法
第26条の５第１項の要件を全て満たす場合
には営業所技術者又は特定営業所技術者と
兼務することができる。兼務に関する詳細
は関係法令等によるものとする。
第一次審査資料の提出時に配置予定技術
者の候補者を特定できない場合は、複数の
候補者とすることができる。その場合は、
候補者毎にそれぞれ様式を作成すること。
ただし、基準を満たすことが確認できない
候補者がいた場合は、その候補者以外の者
を配置予定技術者とすることで競争参加資
格を認めるものとする。
ア 配置予定技術者の資格等
 主任技術者又は監理技術者は、次に
掲げる基準のいずれかを満たす者とす
る（共同企業体の場合は、全構成員が
下記に掲げる基準のいずれかを満たす
者を配置することとする。）。
ａ 建設業法第７条第２号イ若しくは
ロに掲げる者（建設業法第７条第２
号イ及びロに掲げる「実務経験」と
は電気工事業とするものに限る。）。
ｂ 電気工事業に係る建設工事に関
し、旧実業学校卒業程度検定規程（大
正14年文部省令第30号）による検定
で建設業法施行規則第１条に規定す
る学科に合格した後５年以上又は旧
専門学校卒業程度検定規程（昭和18
年文部省令第46号）による検定で同
条に規定する学科に合格した後３年
以上実務の経験を有する者。
ｃ １級電気工事施工管理技士又は２
級電気工事施工管理技士の資格を有
する者。
ｄ 技術士法による第二次試験のうち
技術部門を電気電子部門、建設部門
又は総合技術監理部門（選択科目を
電気電子部門又は建設部門に係るも
のとするものに限る。）とするものに
合格した者。
ｅ 電気工事士法による第一種電気工
事士免状の交付を受けた者又は第二
種電気工事士免状の交付を受けた後
電気工事（電気工事業とするものに
限る。）に関し３年以上実務の経験を
有する者。
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